
令和７年（７～９月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第３９号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和７年５月 令和７年８月 

総 括 判 断  持ち直している。 持ち直している。 

個 人 消 費  物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち直している。 

物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち 直している。 

観 光 回復している。 回復している。 

公 共 事 業  前年を下回る。 前年を上回る。 

住 宅 建 設  一進一退の状況にある。 弱含んでいる。 

雇 用 情 勢  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６月 ９月 

総 括 判 断  緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 

生 産 活 動  横ばい傾向 持ち直しの兆しがみられる 

個 人 消 費  一部に足踏みがみられるものの、緩やか

に改善している 

一部に足踏みがみられるものの、緩や
かに改善している 

観 光 改善が続いている 改善が続いている 

公 共 工 事  増加した 増加した 

住 宅 建 設  持ち直しの兆しがみられる 弱まっている 

民間設備投資  減少している 増加している 

雇 用 動 向  弱含んでいる 弱含んでいる 

企 業 倒 産  件数、負債総額とも増加した 件数、負債総額とも減少した 

１ 

 

２０２５年７－９月期の全産業

の業況判断ＤＩ（「好転」－「悪

化」）は、▲16.8（前期▲16.3、 

前期差0.5ポイント減）とやや低

下し、２期ぶりにマイナス幅が拡

大した。 

産業別に見ると、製造業の業況

判断ＤＩは、▲19.6（前期

▲17.9、前期差1.7ポイント減）

と低下し、２期ぶりにマイナス幅

が拡大した。 

また、非製造業の業況判断ＤＩ

は、▲15.9（前期▲15.8、 前期

差0.1ポイント 減）とやや低下

し、２ 期ぶりにマイナス幅が拡

大した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和７年７月１日～令

和７年９月３０日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、△１と前回調査より 13ポイント減少した。 

業種別には、製造業が 60 ポイントと前回調査時より 60 ポイント増加した。建設業は、△7 ポイント（21 ポイン

トの減少）、卸小売業は、0ポイント（17ポイントの減少）、飲食業は、△29ポイント（62ポイントの減少）、生活

関連サービス業は、△25ポイント（25ポイントの減少）、その他サービス業は、20ポイント（40ポイントの増加）

となった。 

全業種 DI  △ １ 

個人事業所 ３９ 件 

法人事業所  １２ 件 

合 計 ５１ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ５ 件 

建設業  １４ 件 

卸小売業 １２ 件 

飲食業 ７ 件 

生活関連サービス業 ８ 件 

その他サービス業 ５ 件 

合 計 ５１ 件 
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全業種の売上高DI値

増加した

同じ

低下した



 

 

 

 

 

３ 

0

2

4

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

製 造 業

0

2

4

6

8

10

12

14

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

建 設 業

0

2

4

6

8

10

12

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

卸 小 売 業



 

 

 

 

 

４ 

0

2

4

6

8

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

飲 食 業

0

2

4

6

8

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

生活関連サービス業

0

2

4

6

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

その他サービス業



第１部 令和６年度（2024年度）の小規模事業者の動向（小規模企業白書より） 

第３章 雇用環境 

 

  本章では中小企業・小規模事業者の雇用

環境について確認する。 

第 1-3-1 図は、アンケート調査 20で中小

企業・小規模事業者が最も重視する経営課

題を確認したものである。 

これを見ると、「中規模企業」 、「小規模事

業者」共に「人材確保」と回答する割合が

最も高く、人材不足への対応は企業規模に

かかわらず中小企業・小規模事業者の共通

課題といえる。 

また、「中規模企業」では「省力化・生産性

向上」 、「小規模事業者」 では「事業承継

（後継者不在を含む） 」 の回答割合が

「人材確保」に次いで高く、こうした面に

も人材不足への課題感が表れていると推察され

る。 

 

第 1-3-2 図は、景況調査を用いて、企業規模別

に従業員数過不足 DI の推移を見たものであ

る。中小企業・小規模事業者の人材不足は依然

として深刻であり、企業規模別に見ると「中規

模企業」の不足感が特に強いことが分かる。 

 

 

 

 

 

また、業種別に見ると「建設業」において特に

不足感が強いことが分かる（第 1-3-3 図） 。 
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第４章 労働生産性・ 設備投資・ デジタ ル化・ DX 

 

 本章では、労働生産性・設備投資・デジタル

化・DX の動向について確認する。 

第 1-4-1 図は、企業規模別に労働生産性（従業員

一人当たり付加価値額）の推移を見たものであ

る。これを見ると、「大企業」では増加傾向にある

が、「中規模企業」 、「小規模企業」ではおおむね

横ばいが続いており、約 30 年前と比較すると緩

やかに減少している。 

 

 

 

また、中小企業の労働生産性の推移を業種別に見る

と、多くの業種において横ばいの傾向で推移しており、

特にサービス業の伸びは小さい傾向にある（第 1-4-2 

図） 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-4-3 図は、企業規模別に設備投資額の推移

を見たものである。足下の傾向を見ると、「大企

業」では増加している一方で、「中規模企業」では

おおむね横ばい、「小規模企業」では減少傾向とな

っている 
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